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単年度収支差と準備金残高等の推移(協会会計と国の特別会計との合算ベース)
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協会けんぽの事業所数・被保険者数・被扶養者数の推移(指数)
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※ 2008年10月末における事業所数、被保険者数、被扶養者数をそれぞれ100とし、その後の数値を指数で示している。
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乃歳未満の者の制度別加入者数及び乃歳未満人口の推移
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国家公務員共済組合法及び地方公務員等共済組合法の改正による共済組合員資格の適用要件の拡大に伴い、業態が公務で
ある非常勤職員等が共済組合員となり、2022年10月は大きく減少した。
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被保険者数の対前年同月比は、2017年9月をピークに鈍化傾向が続いていたが、適用拡大の影響を除けぱ、2022年度は上昇
傾向にある。

協会けんぽの被保険者数の対前年同月比伸び率の推移
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国家公務員共済組合法及び地方公務員等共済組合法の改正による共済組合員資格の適用要件の拡大に伴い、業態が公務で
ある非常勤職員等が共済組合員となり、2022年10月は大きく上昇しナニ。

協会けんぽの平均標準報酬月額の動向(2022年度)
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協会けんぽの加入者一人当たり医療給付費と対前年同月比伸び率の推移

2022年度の加入者一人当たり医療給付費は、協会発足以来最高の伸びとなった2021年度の十8.6%からさらに+4.4%の大き
な伸びとなった。
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疾病分類別にみると、「呼吸器系の疾患」及び「特殊目的用コード(※)」がプラスに大きく寄与している。
(※)主に新型コロナウイルス感染症に関する傷病を示す疾病分類である。

加入者1人当たり医療費の対前年同期比(2022年度)

協会けんぽの医療費の動向(2022年度)
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. 近年、医療費(1人当たり保険給付費)の伸びが賃金(1人当たり標準報酬)の伸ぴを上回り、協会けんぽの保険財政は赤字構造
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近年、後期高齢者支援金は、総報酬割の拡大等により一時的に伸びが抑制されていたが、団塊の世代が75歳以上になり始めているた
め、今後、増加が見込まれている。

(傭円)

27,0【X)

協会けんぽの後期高齢者支援金の推移

26,0卯

1こ大※()ほ75歳以上人口の伸び率(3.9%)17.5%...0
^後期高齢者支援金の支出額(※1)(一時的に支擾金の伸ぴを抑制)('.鄭)妬・甥.....・日""""^後期高齢者支援金の支出額(※1)

ミ::::::1後期高齢者支援金の支出額(一定の前提を置いた見込). B'%)..0・" 1N,,。。]11L'.曽】ミ:::噐1後期高齢者支援金の支出額(一定の前提を置いた見込)

ー.・人口に占める75歳以上の割合(0は推計値)(※刀 N.跳 N・甥仏・甥...・.゜(※3)1!!1一●・人口に占める75歳以上の割合(0 は推計値)(刈

142%.....・..."◆"""'.'[23,600] 1 ! 1 !
13念%●...':.....::

133%...●." 1::Ξ
12.8%..●."[21,903]:1:Ξ

'123% 125%...●... 21,596 (+1,347):::1

・・・ー"[1^＼' 00劃,.,.
10.4%.●...' 19,516 :::::
●."'(+1,164):1=::

25,0α〕

3、・:゛勺百

24,0Ⅸ〕

23,0(め

22,0(刃

21,om

20,0(幻

19ρm

18,0卯

17,0α)

16,0α)

15,0α)

※()は前年度からの増減

15,057

{+1,926}

14,0【X)

13,0α)

13,131

12,0α〕

段階的に総報酬割が拡大

"20年度

【2008年度}

19

(※1)

(※2)

(※3)

14,214

{'843}

総報酬割の導入

後期高齢者支援金については、当該年度の支出額(当該年度の概算分と2年度前の精算分、事務費の合計額)である。
人口に占める75歳以上の割合については、 2021年度以前の実績は「高齡社会白書」(内閣府)、 2022度以降の推計値は「日本の将来推計人口」(国立社会保障,人口問題研究所、 2023年推計)による。
2024年度以降の推計値は、百億円まるめで記載している。
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I H ご2 3・~}
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2020年度の支擾金の精算による戻り額

(約'1.900憶円)の影響による減

1 2

H28年塵

12016年度}

^

H29年度

12017年度)

(2.フ%)
(2.0%)
17.9%

H30年度

促018年度)
R1年度

(2019年度)

1宮 0%

R2坪度

0020年度}

160%

R3年度

0021年度}

14.0%

全面総報酬割

R4年度

002ユ年度}
(決算見込み)

12.0%

R5年度

0023年度}
(賦課額)

100%

R6年度 R8年度R7年度

【2024年度】{2025年度} 0026年度}

(将来推計人口等の一定の育慢に基づく推計)

8.0%

60%

40%

20%

:
:
.
■
■
■
胸
■
■
■
:
.
邑
■
.
●
■
■
■
■
■
■
■
■
■
個
尋
■
■
■
■
■
●
●
■
■
■
騨
■
■
■
■
■

●
●
■

■
■
■
■
●
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
●
●
■
■
■
■
●
●
●
●
●
●
圏
●
●

■
■
●
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
胴
■
■
■
■
■
■
■
●
■
■
●
●
●

.
圏
巨
:
■
圏
:
■
■
■
盟
■
■
■
■
●
●
●
■
●
■
●
■
■
■
■
■
■
■
■

.

.

.
.
■
.
■
:
:
■
冒
■
■
■
■
■
■
個
●
●
●
■
●
●
●
■
●
■
●
●
■
●
●
■

■
邑
■
■
置
■
■
個
.
●
■
冒
●
■
●
■
●
■
●
●
●
■
●
■
■
■
■
■
●
●
■
■
●
■
●
●
圏
圏
●
■
■
●
■
●

'

,
]

、

^
^



協会けんぽの平均保険料率以上の健康保険組合は、2011(平成23)年度の105組合(フ%)1こ対し、2侃1(令和3)年度は307組合(22%)と
なっており、今後、財政状況が悪化した健康保険組合が解散を選択し、協会けんぽに移る事態も予想される。

(参考)2023年2月24日第163回社会保障審議会医療保険部会資料3

健康保険組合の保険料率の分布

健康保険組合を取り巻く状況

0 健保ゑ且合の平均保険料率は、平成23年度は8.0ツ0、令和3年度は9.2%となっており(+12ボイント)、全体的に
上昇している。

0 協会けんぽの平均保険料率以上(平成23年度は9.50%以上、令和3年度は10.00%以上)の健保組合は、平成23
年度は105組合(フツ0)、令和3年度は307組合(22ψ0)となっている。
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協会けんぽの2022年度決算報告書价護保険分を含む)の概要

保険料等交付金

任意継続被保険者保険料

国庫補助金等

その他

保険給付費

拠出金等

介護納付金

業務経費・一般管理費

その他

・十

(a)十(b)

注)1.「協会決算」における医療分(ωの収支差((※)3,567億円)と、「協会会計と国の特別会計との合算ベース」(2ページ)における収支差(4,319
億円)との差異(752億円)は、国に留保されている未交付分保険料によるものである。具体的には、2021年度末時点で未交付となっていた
93億円が2022年度に交付された一方で、2022年度末時点で未交付となった845億円が2023年度の交付となることによるもの。
なお、これらの未交付分は保険料率の算定には影響しない。(752億円= 845億円-93億円)

収

108,741

708

12,456

185

支

2.端数処理のため、計数が整合しない場合がある。

3.上記の相関関係を示したものが、24ページの図表になる。

差

医療分(ω

122,089

69,519

35β67

10,494

2β32

745

98,678

668

12,456

185

118,957

介護分(b)

1 1 1,987

(億円)

3,132

69,519

35β67

10,063

39

2β32

702

108,420

(※) 3,567

10,102

10,494

10,537

43

▲ 435

21
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合算ベースの収支(協会会計と国の特別会計との合算と協会決算との相違(2022年度医療分)

(単位:億円)

④過誤納保険料等

32

①保険料

99,753

保険料収入

100,421

▲

【国】
年金特別会計

健康勘定

⑥保険料収入等のうちの未交付分

845

⑧任継保険料

668

'jニニ'ン保険料等交付金〔(①+②)ー(③+④)+⑤(※D一⑥〕
,,・・'ー,・1'・・ 98678

■

③業務勘定繰入
(適用・徴収経費)

323
ーん

^^^

(収入)

保険料等交付金

任継保険料

国庫補助金等

その他

ゞ,"".'、,"、,.、"ー.学゛.・J ."'i l'CげJ、」,.、、:
.

②雑収入(国) 32
(前年度の業務勘定繰入剰余金等)

J气■『『-1-ーーー^ ^

ι,,で.'e ,」,'ι.ー. Jが,、.゛甲'冒ト.、.hl.: ij.、◆7、→'、 1「゛Ξ1:,, ':,1
"ノ ."ゞ、

(※1)⑤は2021年度保険料等のうち、2022年度に協会に交付された交付金(93)
(※2)端数処理のため、計数が整合しない場合がある。また、数値については今後の国の決算の状況により変動し得る。

年金特別会計

業務勘定

111987

【国】

69519

35867

2332

702

合算ベースの収支
(保険料率算定の基礎)

十 108420

98678

668

12456

185

計窃会】

(支出)

保険給付費

拠出金等

業務経費・一般管理費

その他

協会決算
(医療分)
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